
具体計画のポイント
①人命救助に重要な７２時間を意識しつつ、緊急輸送ルート、救助、医療、物資、燃料の各分野での
タイムラインと目標行動を設定（例：24hで広域移動ルートを確保、広域応援部隊が順次到着、等）

②広域応援部隊、全国の応援ＤＭＡＴの派遣は、被害が甚大な地域（重点受援県10県）に重点化

南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画の概要

燃料、電力・ガス救助・救急、消火等 物資医療

国は、緊急対策本部の調整により、被害の全容把握、被災地からの要請を待たず直ちに行動（プッシュ型での支援）
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【被害規模の目安】

近畿地方

四国地方

九州地方

３
割

中部地方

応援

静岡県、愛知県、三重県、和歌
山県、徳島県、香川県、愛媛県、
高知県、大分県、宮崎県

◎人員・物資の「緊
急輸送ルート」を設
定、発災時に早期通
行確保

◎各活動のための
「防災拠点」を分野
毎に設定、発災時に
早期に確保

緊急輸送ルート、
防災拠点
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巨大地震でも被害が

想定されない地域

巨大地震では被害が

想定されている地域

重点受援県
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◎DMAT(登録数1,571チーム)

に対する派遣要請、陸路・空路
参集、ロジ支援、任務付与

◎被災医療機関の継続・回復
支援（人材、物資・燃料供給等）

◎広域医療搬送、地域医療搬
送による重症患者の搬送

◎発災後4～7日に必要な救援
物資を調達し、被災府県の拠点
へ輸送
・水：応急給水46万m3（1～7日）
・食料：7200万食
・毛布：570万枚
・育児用調製粉乳：23t

・大人/乳幼児おむつ：480万枚
・簡易ﾄｲﾚ等：5400万回
・ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ：360万巻
・生理用品：500万枚

【燃料】
◎石油業界の系列を超えた供給体
制の確保。また、緊急輸送ルート
上の中核SS等へ重点継続供給・重
要施設へ要請に基づく優先供給

【電力・ガス】
◎重要施設へ電源車、移動式ガス
発生設備等による臨時供給

◎広域応援部隊の派遣規模(最大値)

○重点受援県以外の37県の
警察・消防・自衛隊の派遣
・警察 ：約1.6万人
・消防 ：約1.9万人
・自衛隊 ：約11万人(※) 等

※重点受援県に所在する部隊を含む。

○応援地方整備局等管内の国交
省TEC-FORCEの派遣：約1,360人

◎航空機約580機、船舶約520隻


